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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第39期

第３四半期連結
累計期間

第40期
第３四半期連結

累計期間
第39期

会計期間

自平成27年
　５月21日
至平成28年
　２月20日

自平成28年
　５月21日
至平成29年
　２月20日

自平成27年
　５月21日
至平成28年
　５月20日

売上高 （千円） 32,341,910 31,734,096 44,009,980

経常利益 （千円） 2,305,214 1,980,902 3,025,931

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,355,205 1,241,854 1,761,898

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,337,037 1,297,513 1,676,012

純資産額 （千円） 33,328,121 33,647,953 33,614,063

総資産額 （千円） 40,247,163 40,431,237 42,373,632

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 153.01 145.04 199.22

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 82.7 83.1 79.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 969,346 1,704,728 2,260,089

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △382,647 227,906 △471,764

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △1,912,815 △3,264,529 △195,906

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 17,525,499 19,112,138 20,444,033

 

回次
第39期

第３四半期連結
会計期間

第40期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成27年
　11月21日
至平成28年
　２月20日

自平成28年
　11月21日
至平成29年
　２月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 37.67 37.62

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

           ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　     ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績

　　　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用情勢など総体的に緩やかな改善が見

　　られるものの、個人消費は依然として力強さを欠き、英国のＥＵ離脱や米国新政権の動向などの懸念材料も

　　あり、不透明な状況が続いております。

　　　当社グループが関わる電設資材卸売業界におきましては、新設住宅着工戸数が相続対策としての貸家を主

　　体に緩やかに回復しておりますが、銅価格下落による電線類を始めとする個別商品の販売価格の低下、太陽

　　光関連需要の減少などを背景に競合がますます激化しており、依然として厳しい状況が続いています。

　　　このような状況の中、当社グループは、得意先営業活動支援による他社との差別化を武器に、新規得意先

　　の獲得、既存得意先の深掘りに取組み、基本戦略である小口多数販売を推進してまいりました。

　　　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は317億３千４百万円（前年同期比1.9%減）となりました。

　　損益面につきましては、粗利益率に若干の低下が見られたものの経費の削減に努めた結果、営業利益は14億

　　３千８百万円（前年同期比10.8%減）、経常利益は19億８千万円（前年同期比14.1%減）、親会社株主に帰属

　　する四半期純利益は12億４千１百万円（前年同期比8.4%減）となりました。

 

（2）資産・負債の状況

　（流動資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、271億3千9百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ17億３千６百万円減少しました。

　　　これは主に現金及び預金の15億１千１百万円減少、受取手形及び売掛金の１億６千４百万円減少、商品の

　　１億５百万円減少等によるものであります。

　（固定資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、132億９千１百万円となり、前連結会計年度末

　　に比べ２億６百万円減少しました。

　　　これは主に有形固定資産の１億９千４百万円減少等によるものであります。

　（流動負債）

　　　当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、48億３千４百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ20億５千３百万円減少しました。

　　　これは主に買掛金の４億５千４百万円増加、短期借入金の20億円減少、未払法人税等の３億２千４百万円

　　減少等によるものであります。

　（固定負債）

　　　当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、19億４千８百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ大きな変動はありません。

　（純資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、336億４千７百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ３千３百万円増加しました。

　　　これは主に利益剰余金の７億６千８百万円の増加、自己株式の取得による７億８千９百万円減少等による

　　ものであります。

 

　　　以上により、当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、19億４千２百万

　　円減少して、404億３千１百万円となっております。

 

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

 3/16



（3）キャッシュ・フローの状況

　　　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前四

　　半期純利益が20億１千９百万円となり、法人税等の支払後の営業活動によるキャッシュ・フローで17億４百

　　万円獲得、投資活動によるキャッシュ・フローで２億２千７百万円獲得、財務活動によるキャッシュ・フロ

　　ーで32億６千４百万円使用したことにより、前連結会計年度末に比べて13億３千１百万円減少し、191億１千

　　２百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　営業活動の結果獲得した資金は、17億４百万円（前年同四半期は９億６千９百万円獲得）となりました。

　　　これは主に、税金等調整前四半期純利益20億１千９百万円、減価償却費の２億３千８百万円、売上債権の

　　減少額１億６千４百万円、仕入債務の増加額４億５千４百万円、たな卸資産の減少額１億５百万円等の増加

　　の一方、法人税等の支払額10億６千万円等の減少によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果獲得した資金は、２億２千７百万円（前年同四半期は３億８千２百万円使用）となりまし

　　た。

　　　これは主に、定期預金の純減額１億７千９百万円、有形固定資産の売却による収入２億５千９百万円等の

　　増加の一方、有形固定資産の取得による支出２億３千３百万円等の減少によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動の結果使用した資金は、32億６千４百万円（前年同四半期は19億１千２百万円使用）となりまし

　　た。

　　　これは主に、短期借入金の純減少額20億円、配当金の支払額４億７千４百万円、自己株式の取得による支

　　出７億９千万円等の減少によるものであります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

　 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年２月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年３月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,405,400 11,405,400

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 11,405,400 11,405,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年11月21日～

平成29年２月20日
　－ 11,405,400 － 865,000 － 1,514,376

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年11月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年２月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,970,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,434,300 84,343 －

単元未満株式 普通株式 300 － －

発行済株式総数 11,405,400 － －

総株主の議決権 － 84,343 －

　（注）完全議決権株式（その他）の欄には証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。また、議決

　　　　権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成29年２月20日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トシン・グループ㈱ 新宿区新宿1丁目3-7 2,970,800 － 2,970,800 26.0

計 ― 2,970,800 － 2,970,800 26.0

　（注）当第３四半期会計期間末現在の自己名義所有株式数は2,979,625株、その発行済株式総数に対する所有割

　　　　合は26.1％であります。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年11月21日から

平成29年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年５月21日から平成29年２月20日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年５月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年２月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 20,684,928 19,173,847

受取手形及び売掛金 6,836,531 6,672,110

商品 1,065,573 960,160

繰延税金資産 141,748 141,748

その他 153,014 197,980

貸倒引当金 △6,131 △6,268

流動資産合計 28,875,664 27,139,578

固定資産   

有形固定資産   

土地 8,133,650 8,002,190

その他（純額） 2,241,339 2,178,463

有形固定資産合計 10,374,990 10,180,653

無形固定資産 584,244 554,170

投資その他の資産 ※ 2,538,732 ※ 2,556,833

固定資産合計 13,497,967 13,291,658

資産合計 42,373,632 40,431,237

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,630,839 3,085,592

短期借入金 2,790,000 790,000

未払法人税等 570,600 245,748

賞与引当金 221,500 114,850

その他 675,538 598,559

流動負債合計 6,888,478 4,834,751

固定負債   

役員退職慰労引当金 867,025 903,770

退職給付に係る負債 935,209 975,011

その他 68,855 69,751

固定負債合計 1,871,089 1,948,532

負債合計 8,759,568 6,783,283
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年５月20日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年２月20日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 865,000 865,000

資本剰余金 1,514,631 1,514,631

利益剰余金 36,809,385 37,577,438

自己株式 △5,695,199 △6,485,020

株主資本合計 33,493,818 33,472,048

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 92,245 146,103

退職給付に係る調整累計額 △8,295 △8,209

その他の包括利益累計額合計 83,949 137,894

非支配株主持分 36,296 38,010

純資産合計 33,614,063 33,647,953

負債純資産合計 42,373,632 40,431,237
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成28年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年５月21日
　至　平成29年２月20日)

売上高 32,341,910 31,734,096

売上原価 25,604,858 25,177,634

売上総利益 6,737,052 6,556,462

販売費及び一般管理費 5,124,572 5,118,358

営業利益 1,612,479 1,438,103

営業外収益   

受取利息 24,768 16,774

受取配当金 11,307 11,203

受取会費 502,200 473,184

その他 158,449 43,067

営業外収益合計 696,726 544,229

営業外費用   

支払利息 1,455 643

支払手数料 478 607

貸倒損失 2,056 －

その他 － 180

営業外費用合計 3,990 1,430

経常利益 2,305,214 1,980,902

特別利益   

固定資産売却益 1,153 55,814

特別利益合計 1,153 55,814

特別損失   

固定資産売却損 3,267 12,521

固定資産除却損 1,426 4,406

減損損失 21,999 －

特別損失合計 26,694 16,927

税金等調整前四半期純利益 2,279,674 2,019,789

法人税等 883,327 776,219

四半期純利益 1,396,346 1,243,569

非支配株主に帰属する四半期純利益 41,141 1,714

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,355,205 1,241,854
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成28年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年５月21日
　至　平成29年２月20日)

四半期純利益 1,396,346 1,243,569

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △45,102 53,858

退職給付に係る調整額 △14,206 86

その他の包括利益合計 △59,309 53,944

四半期包括利益 1,337,037 1,297,513

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,295,896 1,295,799

非支配株主に係る四半期包括利益 41,141 1,714
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成28年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年５月21日
　至　平成29年２月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,279,674 2,019,789

減価償却費 228,816 238,989

減損損失 21,999 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △105 15

賞与引当金の増減額（△は減少） △100,240 △106,650

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 7,235 40,075

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 36,639 36,745

受取利息及び受取配当金 △36,076 △27,977

支払利息 1,455 643

有形固定資産売却損益（△は益） 2,113 △43,292

有形固定資産除却損 1,426 4,406

売上債権の増減額（△は増加） 6,483 164,542

たな卸資産の増減額（△は増加） △371,907 105,412

仕入債務の増減額（△は減少） 301,848 454,753

その他 △237,518 △149,689

小計 2,141,844 2,737,762

利息及び配当金の受取額 36,076 27,977

利息の支払額 △1,455 △643

法人税等の支払額 △1,207,118 △1,060,368

営業活動によるキャッシュ・フロー 969,346 1,704,728

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △242,765 －

定期預金の払戻による収入 201,998 179,186

有形固定資産の取得による支出 △349,338 △233,641

有形固定資産の売却による収入 6,255 259,003

無形固定資産の取得による支出 △4,989 △368

その他 6,192 23,726

投資活動によるキャッシュ・フロー △382,647 227,906

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,270,000 △2,000,000

自己株式の取得による支出 △181,677 △790,428

配当金の支払額 △461,137 △474,100

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,912,815 △3,264,529

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,326,115 △1,331,894

現金及び現金同等物の期首残高 18,851,615 20,444,033

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 17,525,499 ※ 19,112,138
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第1四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　     　なお、これによる損益への影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

第1四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　　　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

　　計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 貸倒引当金

　　　　　　 次の貸倒引当金が投資その他の資産の残高に含まれております

　　　　　　　　前連結会計年度（平成28年５月20日）

　　　　貸倒引当金29,389千円

         　　　当第３四半期連結会計期間（平成29年２月20日）

　　　　貸倒引当金29,267千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年５月21日
至 平成28年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年５月21日
至 平成29年２月20日）

現金及び預金勘定 17,767,665千円 19,173,847千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △242,165 △61,708

現金及び現金同等物 17,525,499 19,112,138
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年５月21日　至　平成28年２月20日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年８月７日

定時株主総会
普通株式 231,071 26.0 平成27年５月20日 平成27年８月10日 利益剰余金

平成27年12月28日

取締役会
普通株式 230,148 26.0 平成27年11月20日 平成28年１月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年５月21日　至　平成29年２月20日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年８月５日

定時株主総会
普通株式 246,068 28.0 平成28年５月20日 平成28年８月８日 利益剰余金

平成28年12月28日

取締役会
普通株式 227,733 27.0 平成28年11月20日 平成29年１月31日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年５月21日　至　平成28年２月20日）

　当社グループの報告セグメントは「電気工事材料の販売」のみであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年５月21日　至　平成29年２月20日）

　当社グループの報告セグメントは「電気工事材料の販売」のみであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年５月21日
至　平成28年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年５月21日
至　平成29年２月20日）

１株当たり四半期純利益金額 153円01銭 145円04銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,355,205 1,241,854

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
1,355,205 1,241,854

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,857 8,562

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成28年12月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　227百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　27円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成29年１月31日

　（注）平成28年11月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年３月30日

トシン・グループ株式会社

取締役会　御中

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　裕子　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　禎　　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトシン・グルー
プ株式会社の平成28年５月21日から平成29年５月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年11月21日
から平成29年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年５月21日から平成29年２月20日まで）に係る四半期
連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トシン・グループ株式会社及び連結子会社の平成29年２月20日現在の
財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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